
日本企業が新規学卒者に求める資質

坂 本 理 郎

要 旨

本研究は、近年の新規学卒者の採用 をめ ぐる調査や文献 をふまえたうえで、新規学卒

者 に求め られる資質が 「即 戦力」で はな く、 より基礎的な資質、いわゆる 「基礎力」 で

あるこ とを指摘 した。 そ して、 このような求人側(企 業)と 求職側(新 規学卒者)を つ

な ぐ言葉の曖昧 さを問題視 し、 これまで官庁や諸機 関が実施 してきた調査や提言の不十

分 な点や学術的検討の希薄 さを示 した。

このような問題意識を背景に、関西 を基盤 とする大企業24社 の採用担当者 に対す るイ

ンタビュー調査 を実施 し、質的データの分析 を行った。その結果、「1.対 自己」 の基

礎力 として 「自律」、「ス トレス耐性 」、 「H.対 他 者」 の基礎力 と して 「言語 的コ ミュ

ニケー ションカ」、「共感力」、「皿.対 課題」の基礎力 として 「論理的思考力」、「創造的

思考力」、「実行力」を見出 した。さらに考察を行い、「共感力」 に 「自己の感情の表現力」

を加 えて 「情緒的 コミュニケー シ ョンカ」 とし、「実行力」 の中 に 「適応 ・柔軟性」 を

加 えることに よって、仮説的な リス トを提示 した。

この リス トは仮説であるので、今後 さらに調査 を行い、検証 してい く必要がある。 ま

た、業種や職種での差異や、 この ような基礎力を、企業 における人材の選抜 および開発

や高等教育において活用 してい く方策の検討 を今後の課題 としてあげた。

キーワー ド:新 規学卒者、採用、基礎力、労働市場、学校か ら社会への移行
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1.問 題 意識

1.1.新 規学卒者の採用 をめぐる動向
の

近年、新規学卒者の採用 をめ ぐっては、「就職氷河期」が終わ りを告げ、いわゆる 「売

り手市場」、す なわち新規学卒者の就職活動に とっては有利 な状況が続いている。厚生

労働省の 「平成18年 度大学等卒業者就職状況調査」 によると、平成19年3月 卒業の大学
2)3)

生の就職(内 定)率 は96.3%で あ り、 これは平成8年 の調査開始以来過去最高 になった

ということである。

これに呼応 して、企業の採用活動は早期化す る様相を呈 してお り、人材の獲得競争 は
4)

ます ます激 しさを増 している。エ ン ・ジャパ ン社(2007)の 調査では、平成20年 卒業の

学生 を対象 とした採用活動 において、企業セ ミナー を12月 下旬 に開始 した企業 は、前年

の13%か ら21%へ と増え、内定 出 しをす る時期についても、前年 より早めた(早 める)

と答 えた企業が38%と なっている。
ら　

他方、 リクルー ト社(2006)の 調査では、企業が新規学卒者の採用スケジュールを早

める理由 として最 も多かったのは、「よ り優秀 な人材の確保」(84.4%)で あ り、次いで

「競合対策」(61.5%)と なってお り、企業が よ り優 れた人材 を確保す るため に凌 ぎを

削 っている様子が うかがえる。

また同調査では、「採用人数の増加 に対応す るため」 と答 えた企業 は、21.6%に とど

まってお り、 ここにかつてのバ ブル経済期 とは異 なる側面を見出す ことがで きる。つ ま

り、バブル経済期 においては、人材 の 「質」 よりも 「量」が重視 され、で きるだけ数多

くの新規学卒者 を確保す ることが命題であったが、近年の企業の採用行動 においては、

む しろ 「量」 よ りも 「質」 という姿勢が強 く打 ち出 されているということである。 同様
6)

に、 毎 日コ ミュニ ケー シ ョ ンズ社(2007)の 調査 結 果 に よる と、 四年 制大 卒 文系 学 生 に

対 して 「量 よ りも質 を重 視 す る」 と答 えた企 業 の人 事担 当者 は、全 体 の90.9%で あ り、

その うち 「徹 底 して量 よ りも質 を重 視 す る」 と答 えた企 業 は29.1%も あ った。

確 か に団塊 世代 の 大量 退職 とい う事情 もあ って 、若 い人材 の量 的確 保 は企 業 に とって

重 要 な課題 で あ る。 しか し一 方 で、 多 くの 日本 企 業 はバ ブル崩 壊 後 の リス トラ に よって

そ の体 質 を改 良 し、周 辺 的 あ るい はル ーチ ンな業務 はで きるだ け派遣 社 員 な ど有 期 雇用

1)本 論では、とくにことわ りのない限り、四年制大学の卒業者のことを指す。

2)就 職率とは、就職希望者に占める就職者の割合である。

3)平 成19年4月1日 現在。

4)2008年 度【en]学生の就職情報掲載企業および07年度 ・08年度各種就職サイ ト掲載企業を対象に、1

月(有 効回答:1,486件)、3月(1,048件)、5月(1,514件)の3回 実施。
5)リ クルー ト社の就職 ジャーナル編集部が毎年行っている企業の採用予定、採用手法の調査。2006年

度は、全国の企業4,493社 を対象にして2005年9月 から10月にかけて実施 され、集計社数は891社 。

同時に学生向けに就職活動に関する調査も行われている。

6)企 業人事採用担当者を対象に2008年3月 卒業予定者の採用動向(採 用数の増減 ・採用活動の時期 ・

採用予算の増減 等)を 調査。1,181社(う ち上場企業283社)か らの回答。
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の非正規社員に任せ、正規社員には少数精鋭で中核的な任務 を命 じ、従来 どお りの長期

雇用 を前提 として、企業の将来を担 うコア人材 に育成 してい くとい う傾向を強めている。

そのため、企業は新規学卒者に対 して 「即戦力」 を求める とも言 われている。 たとえ

ば朝 日新聞社は、上場企業100社 を対象 として行 った調査の結果 として、厳 しい競争のな

か、即戦力 となる 「コミュニケー ションカ」や 「行動力」 に長けた人材 を重視す る傾向

を強めている と論 じている(朝 日新 聞社、2005)。

しか し、 ここで疑問に感 じることは、「コミュニケーション能力」や 「行動力」の高い人

材 を 「即戦力」 とよぶこ とが、 ほん とうに妥当なのか どうか とい うことである。同調査

において上位 にあがっている他の能力は、「熱意」や 「人柄」 といったものである。これ

らの能力は、む しろ 「基礎力」 といった方が適 してお り、訓練 を受けな くて もす ぐに成

果をあげる とい う本来の意味での 「即戦力」 とは異 なるのではないか と思われ る。

実際、新規学卒者の選抜 に際 して、高い専 門性 やそれ を証明す る資格 を重視す る企業

は少 ない。そ もそ も同調査 においては、そのような項 目自体がない。他に も、 日本経団
7)

連(2006)の 調査では、「専門性」 を重視すると答 えた企業は全体の13.4%(14位)に 過

ぎず、上位 を占めたのはやは り、「コミュニケー ション能力(81.7%)」 、「チ ャレンジ精

神(53.7%)」 、「協調性(53.0%)」 、「主体性(49.6%)」 といった、いわゆる 「基礎力」

であった。 同様 に、根本(2004)に よる企業 アンケー トの結果では、 「即戦力」 を重視

す るという企業で も、おお よその採用基準 として、「考 え方や価値観」、「性格 ・人柄」、

「意欲 ・熱意」、 「礼儀 ・マナー」 といった項 目が重視 されていた と報告 されてい る。

この ことについて岩脇(2006)は 、新卒 に求める 「即戦力」 とは、「教育訓練 に時間

がかか らない人=教 育投資 を最小限に抑え られる人」 とし、数十の企業の採用担当者 に

ヒアリング調査 を行った結果、特 定職務 に独 自の能力 を必須 とす る企業 は稀 であ り、多

くの企業が以前に も増 して、あ らゆる職務 に共通する基礎能力を重視す るようになった

ことが明 らか になった、 としている。 さらに、専門職への就職者や中途採用者 に対する

「即戦力」 と、事務職 ・営業職候補 としての学生に対す る 「即戦力」 とは異 なる意味 を

もち、前者が特定職務 に必要な能力 を含 むの に対 し、後者は基礎能力の高 さを意味 して

い ると指摘 している。

この ように、企業が新規学卒者 に求める資質 とは、「即戦力」 というよりも 「基礎力」

にある ということがで きよう。

ところで、求人企業 と求職側 をつ な ぐ、 このような言葉の定義 は曖昧であ り、その透

明化 と共有化は非常に重要な問題 である。 なぜ なら、それが単 なる言葉の 「使い方」の

問題ではな く、当事者である大学生の就職活動や学習活動 に大 きな影響 を与 えるか らで

7)日 本経済団体連合会企業会員を対象に1997年度より実施。2007年度は、2006年10月に1338社(う ち

製造業46.2%、 非製造業53.8%、 従業員規模1000人以上71.3%、1000人 未満28.7%)を 対象に実施
され、602社から有効回答があった(有 効回答率45.0%)。
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ある。た とえば、何 かの資格 を持 っていることは就職活動 に有利だ と考えている学生は
8)

92.6%と 非常 に多 く(デ ィス コ社 、2003)、 意図の明確 さには差異 はあるだろうが、資格

保有によって即戦力性 を証明 しようとしているとも考 えられる。 このことが、(論 者 自身

が学生のキ ャリア ・カウ ンセ リングにおいて よく経験 したことであるが)資 格取得 を目

的化 して しまい、「○○ の資格 を取得 した こと」 自体 を就職活動 で自己PRし て しまった

り、就職 に役 に立たない(と 学生が考 える)教 養科 目を軽視 した りする風潮 を生んで し

まう一因 となっている と思われる。 また一方で、 「即戦力」 が重視 される とい う言説 を

信 じることによって、 自分への 自信 を減退 させ、就職活動か ら遠 ざか る学生 を増や して

しまうとい う事態につ ながっている恐れ もある。

さらに言 えば、企業 と学生 をつ な ぐ 「言葉」の不明瞭さは、高等教育機関 にお ける職

業能力の育成やキャリア教育 プログラムにも少 なか らず影響 を与 え、人材の採用場面 に

おいては、求職者 と企業 とのアン ・マ ッチ を生 じさせ、わが国の労働市場 の健全 な発展
9?

や若者の学校か ら社会への移行 を阻害す る要因 となる懸念がある。

1.2.新 規学卒者 に求める資質 とは

それでは、新規学卒者 に対 して企業が求め る 「基礎的な力」 とは、いったい何 なのだ

ろうか。企業が新規学卒者 に求める資質に関しては、 さまざまな機関 による調査が行わ
10)

れている。た とえば、厚生労働省の 「雇用管理調査 」、「若年者の就業能力 に関す る実態
11)12)

調査 」、経済産業省の 「人材 ニーズ調査 」、 日本経団連の 「新卒者採用 に関するアンケー
13)14)

ト調 査 」、 リ クルー ト社 の 「就 職 白書 」 な どで あ る。 これ らの調査 は、 そ の規模 の大 き

さあ るい は継続 性 を基 盤 と して、 貴 重 なデ ー タ を提 供 してい る点 で有 意義 で は あ る。 し

か し、 そ こで取 りあ げ られ てい る能 力要 件 が必 ず しも十分 に体 系化 され てい るわ けで な

く、 理 論 的 に精緻 な検 証 が加 え られ て い るわ けで もない。 また、 当該 の能力 を表 現 す る

言葉 の定義 が 厳密 に行 われ て いな い ものが あ り、 さ らにそれ ぞ れ独 自の判 断 で設 定 され

てい るた め に、比 較検 討 を行 う こ とが 難 しい。

8)内 訳は、「有利だと思う」が26,3%、 「ないよりあった方がいい」が66.3%で ある。

9)米 国では、このような問題を解決するために、全国スキル ・スタンダー ド法(NationalSkillStandards

Act:NSSA)が1994年 に制定され、全米 レベルのスキル ・スタンダー ドを推進するための機関とし

て"NationalSkillStandardsBoard"が 設立されている(谷 口 ・平山、2002)。

10)民 営企業における採用管理、採用後の諸管理及び退職管理について3年 ローテーションで調査 し、

我が国における雇用管理の実態を明らかにすることを目的として実施されている。1998年 度および

2001年 度の調査において、新規大学卒採用の際の重視項 目が調査に盛 り込まれている。

11)2003年12月 に全国11,255社に対 して実施 し、有効回答は1,472社であった(有 効回答率13.1%)。 この

調査結果を踏まえて、後述の 「就職基礎能力」を厚生労働省は提唱 している。

12)1999年 度、2003年 度、2004年 度に実施。従業員i,oao名以上の本社の事業所から無作為抽出し、有効

回答は63,085件であった。通商産業省が日本商工会議所に調査を委託、リクルートおよびリクルー

トリサーチが再委託を受けて、実査を担当している。

13)前 掲。

14)前 掲。ただし、2006年 度および2007年 度の調査では、企業の採用基準に関する項 目は報告されてい

ない。
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一方、経済産業省 による 「社会人基礎力」(表1)や 、厚生労働省 による 「就職基礎

能力」(表2)と いった、官庁が政策の一環 として提言 している能力 リス トが ある。 こ

れ らの リス トは官、民、学の垣根 を超えて共有化 を図ろうとしている点では評価 に値す

る。 しか し、それぞれの官庁が別々に行 ってい るとい う点では統一性 を欠いてお り、互

いの概念の同質性や異質性が検討 されてい るわけで もない。 また、学術的な視点で吟味
15)

し、理論的枠組 として構築 されているわけで もない。

実際、経済産業省 の 「社会人基礎 力」の内容 を吟味 してみると、問題点 もあることが

分かる。た とえば 「働 きかけ力」 をリーダーシップに近い概念 と考 えると、新規学卒者

に最低限必要な力ではな く、 よ り職位の高い レベルに求め られる力であるといえ、「即

戦力」に分類すべ き能力であると言 える。 もしリーダー シップとまで言わないのであれ

ば、「チームワーク」のカテ ゴリーに入 るべ き項 目ではないか。 「規律性」 につ いて言 え

ば、社 会のルールを守 ることは最低 限不可欠の ことであ り、仕事 を行 ううえでの 「基礎

力」以前 の問題 と言 え、 ここで同列に挙げるのはふ さわ しくない、 と考え られる。 また、

「自律性」 との関連が強 く、概念 としての独立性が弱 い といえる。 さらに 「柔軟 性」は、

対人的な柔軟性 とい う意味合いはもちろん理解で きるが、計画が うま くいかないときや

状況変化 に対する柔軟性 とい う意味合い も重要であると言 える。だ とす ると、 この 「チー

ムワーク」のカテゴリーには収ま りきらない。 さらに 「ス トレス コン トロールカ」 を、

「チームワー ク」 に関する力 とい うのは違和感があ る。 しか し、他の二つ のカテ ゴリー、

「前に踏み出す力」や 「考え抜 く力」 とも言いに くい。だとす ると、自分 自身を律 した り、

コン トロ._..ルした りす る力 として、別の カテゴリー を設 けるべ きではないだろうか。

以上のように、これ までの諸機関による調査 や官庁 による提言は、いずれ も理論的な

検討が不十分であった と言 えるわけであ るが、 この領域 についての学術的研究が少 ない

の も事実である。 また、諸機関によるこれ までの調査 は主に質問票調査であ り、規模の

大 きさでは利点があった ものの、企業の採用現場 における現実が正確 に反映されていた

か どうか という点では疑問が残 る。す なわち、質問票調査では、調査側が新規学卒者に

求める資質 としてあ らか じめ項 目リス トとその定義 を用意す るが、回答者は調査票 の構

成枠組み に合 わせ る必要がある。そのため、企業 の担 当者が抱 えている感覚 の微妙 な

ニュア ンスが捨象 されて しまう懸念が ある。先述 の 「即戦力」 という言葉 に代表 される

ように、企業が新規学卒者 に求める資質 については、用 いられ る言葉の含意す るところ

が曖昧で幅広いため、丹念 な聞 き取 りに基づいた調査が求め られるであろう。

そこで本研 究では、企業の採用活動 において どのような資質が求め られているのかを

質的に捉 えるため、現場で新規学卒者 の採用 に携 わる人々の声 に耳 を傾け、その結果 を

15)さ らに言えば、これらのリストを企業の採用活動や研修、さらには高等教育の場面でどのように活
用していくのかという議論も十分になされていない。こういった背景があるために、いずれのリス
トも、当事者である企業や学生に思うように浸透していないのが実情である。
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理論的な視点で考察 したい と考え、調査 を行 うこととした。

表1社 会人基礎力の12の 要素(経 済産業省、2007)

〈前 に 踏 み 出 す 力(ア クシ ョン)〉

① 主 体性:物 事 に進 んで 取り組 む カ

・指示を待つのではなく
、自らやるべきことを見つけ積極的に取り込む

② 働 きかけカ:他 人 に働 きかけ巻 き込 む 力

・「やろうじゃないか」と呼びかけ、目的に向かって周囲の人を動かしていく

③ 実行 力:目 的を設 定し確 実 に行 動す るカ

・自ら目標を設定し、失敗を恐れず行動に移し、粘り強く最後まで取り組む。

〈 考 え抜 く力(シ ンキン グ)〉

④ 課 題 発 見力:現 状を分析 し目的や課 題 を明らか にす るカ

・目標 に向かって、自ら「ここに問題があり、解決が必要だ」と提案する。

⑤ 計画 力:課 題 の解 決 に向けたプロセスを明らか にし準備 するカ

・課題の解決に向けて複数のプロセスを考え、「その中で最善のものは何か」を検討し、それに向けた準備をする。

⑥ 創 造 力:新 しい価 値を生 み 出す 力

・既存の発想にとらわれず、課題に対して新しい解 決方法を考える。

〈 チ ー ムで 働 く力(チ ー ム ワー ク)〉

⑦ 発信 力:自 分 の意 見をわか りや す く伝 える力

・自分の意見をわかりやすく整理した上で、相手に理解してもらうように的確に伝える

⑧ 傾聴 力 二相手 の意 見を丁寧 に聴 く力

・相手の話しやすい環境をつくり、適切なタイミングで質問をするなど、相手の意見を引き出す。

⑨ 柔 軟性:意 見 の違 いや 立場 の違 いを理 解 するカ

・自分のルールややり方に固執するのではなく、相手の意見や立場を尊重し理解する。

⑩ 状 況把 握 力:自 分 と周 囲の 人々や 物 事 との関係 性 を理解 す るカ

・チームで仕事をするとき、自分がどのような役割を果たすべきかを理解する。

⑪ 規律 性:社 会 のル ール や人 との約 束を守るカ

・状況に応じて、社会のルール に則って自らの発言や行動を適切に律する。

⑫ ストレスコントロール カ:ス トレスの発生 源 に対応 す る力

・ストレスを感じることがあっても、成長の機会だとポジティブに捉えて肩の力を抜いて対応する。
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表2就 職基礎能力(厚 生労働省、2004)

1.3.目 的および研究課題

本研究の 目的は、企業が新規学卒者の採用を行 うプロセスの中で、 どの ような基準で

自社が必要 とする人材 を選抜す るのか を、採用現場 に関わる企業担当者の声 を材料 にし

て、明 らかにすることである。具体的には、新規学卒者に求め られる 「基礎力」 とは何

か を探 り、今後の理論的精緻化 に向けた一歩 とすることが、本論の研究課題である。

2.方 法

2.1.調 査対象企業

関西地域 を本拠地 としている企業24社 の採用担当者 を調査対象 とした。その内訳 は、

建設3社 、総合メー カー1社 、生産財メー カー6社 、消費財メー カー2社 、 アパ レル1

社、卸売1社 、専門商社1社 、総合商社1社 、金融2社 、不動産1社 、外食1社 、その

他のサー ビス業4社 である。 ほとんどが、東証 または大証 に上場の大企業である。
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2.2.調 査方法

本研 究は、新規学卒者に求める資質 とい う、既存 の研究蓄積が乏 しく、 また数量的方

法では捉 えることが難 しい内容 を記述す ることを目的 とす るため、イ ンタビュー調査 に

よって得 られ る定性 的デー タの分析 という方法 を選択することとした。

具体的には、各企業 の採用担当者 に対 し、約1時 間の半構造的 インタビューを行 った。

つ ま り、予 め用意 したガイ ドラインに沿 ってイ ンタビューを進め、必要 に応 じて柔軟に

質問内容 を変 える とい う方法である。なお、事前 に研究の趣 旨、方法、 ならびに企業情

報の保護 につ いて説明 を行い、了承 を得 たうえで実施 した。 インタビューのガイ ドライ

ンには、「新規学卒者 に求める資質」 に加 えて、「近年の採用実績」、「選抜の方法」、「採

用 に関す る問題」 な ど一般的な項 目も含 まれている。2005年3月 か ら6月 にか けて順次、

面接 を実施 し、 インタビューの内容はフィール ドノー トに記録 した。面接の場所 は、全

て各企業の会議室や応接室であ り、 また採用担 当者が1名 の場合 もあれば、2～3名 の

場合 もあった。

2.3.分 析方法

分析では、企業 ごとに採用担当者が新規学卒者に求める資質 として発言 した内容 を、

次に述べる枠組み にしたがって分類 した。

2.3.1.性 格 および動機 ・価値観

性格や動機、価値観 といった要因は、外部か らは容易にはうかがい知れず、訓練等に

よる開発 も困難である(Spencer&Spencer,1993)。 また、同一の職業であって も従事

している人々の性格や動機、価値観 は多様であるし、Cook(1995)が 指摘するように、

性格 と職務業績 との相関関係を十分 に実証 できる研 究は少ない。 したがって、 これ らの

要因を 「基礎力」 として同等に扱 うことに抵抗感があることは否めず、別の範躊に分類

することとした。

2.3.2.基 礎力 と即戦力

本論においては、「基礎力」を 「即戦力」 との対比で以下のように定義づけ、整理する

こととした。

① 基礎力

(職種 を問わず)仕 事 を行 ってい くうえで、最低 限必要 な能力。

口 求め られる内容や レベ ルは、職務の種類や企業特性 によって大 き く異なることはな

い 。

口 職務上の特定の具体的な成果に必ず しも直接的に結びつかない。
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ロ ー般の教育機 関や家庭 などでの学習 を通 じて、身につけることがで きる(職 務 の実

践やそれに近 い訓練 を必ず しも必要 としない)。

口 資格な どによる認証 には馴染 まない。

口 その人固有の性格 とは異なる(∴ 性格が違 っていても同 じように身につけるこ とが

で きる)。

口 その人固有の価値観や動機 とは異なる。

(2)即 戦力

訓練を受 けな くて も、す ぐに特定の職務 を行い、成果を上 げることがで きる能力。

口 求め られ る内容や レベルは、職務 の種類や企業特性 によって大 きく異なる。

口 職務上の特定の具体的な成果 に直接的 に結びつ く。

口 職務の実践経験 を通 じて、 または実践 に近い学習や訓練 を通 じて、身につけること

がで きる。

口 資格 などで認証 されることがあ る。

口 その人固有の性格 とは異なる(∴ 性格が違っていて も同 じように身につけることが

で きる)。

口 その人固有の価値観や動機 とは異 なる。

3.結 果

3.1.調 査対象企 業ごとに整理 した新規学卒者に求め る資質

調査 を行った企業 ごとに、採用担 当者が新規学卒者 に求める資質 として発言 した内容

の中か らキーワー ドをそのまま取 り上げ、先述 の 「即戦力」、「基礎力」、「性格」、「価値

観 ・動機」 といったカテゴリーで分類 を行 った。その結果を整理 した ものが、以下の表

3-1か ら表3-8ま でである。なお、上記の4つ のカテゴ リーへの分類が難 しい発言

内容 については、「その他」 として分類 している。

3.2.基 礎力の分類

基礎力 として整理 された項 目を、 さらに分類 した結果、表4の ようになった。

まず基礎力 は、「対 自己」、「対他者」、「対課題」 とい う3つ の異 なる対象 を軸 として大

別す るこ とができた。二村(2005)は 、 日本の企業人能力の概念を、実際の企業の事例

集を基に分析 し、「課題」、「対人」、「姿勢 ・態度」 とい う3つ の大 きなカテ ゴリーに分

類 している。最後の 「姿勢 ・態度」 には、「自己管理」や 「ス トレス耐性」 が含 まれて
16)

お り、 本論 で の 「対 自己」 の分類 に近 い。

16)こ れらに加えて 「達成志向」や 「挑戦意欲」といった 「価値観 ・動機」的な側面や、「人望」や 「品

格」といった 「性格」的側面 も含まれてお り、非常に抽象的で広範なカテゴリーである。また、組
織の一員 としての存在そのものに焦点をあてる人間観を感 じさせる(二 村、2005)。

123



大手前大学論集 第8号

そ もそ も仕事 とは、「誰 に(提 供先)」、「何 を(ア ウ トプ ッ ト)」、「どのように(プ ロ

セス)」 とい う3つ の要素か らその機能 を定義づけるこ とがで き(雇 用能力開発機構、

2003)、 まずその行動の対象があってこそ という面がある。 したが って、それ を発揮す

る対象 を分類 の第一軸 とす ることは、それぞれの能力 を定義す るうえで分か りやすい。

この3つ の大 きなカテゴリーの中でさらに分類を行い、「対 自己」は 「自律」 と 「ス ト

レス耐性」に、「対他者」 は 「言語的 コミュニケー ション」 と 「共感力」 に、「対課題」

は 「論理的思考力」 と 「創造的思考力」そ して 「実行力」に、それぞれ分 ける ことがで

きた。

表3-1新 規学卒者に求める資質の分類結果(その1)

建設A社 建設B社 建設C社

即戦力 一 一 一

基礎力 熟考するカ

コミュニケーションカ(自 分

の考えを話せる)

人間関係力 ストレスやプレッシャーに強い

性格 一 外に出るのが好き 一

価値観、動機 動機

価値観(建 物が残ることや顧客

からの感 謝を喜ぶ)

一 一

その他 一 可能性 馬力(声の大きさ、自信の強さ)

表3-2新 規学卒者に求める資質の分類結果(その2)

総 合 メー カー 生産財メーカーA社 生産財メーか 一B社

即戦力 一 一 専門スキル(オートCAD)

語学

基礎力 自分の考えを言う 一 一

性格 積極的 一 前 向 き、明るい

価値観、動機 挑戦意欲 挑戦意欲 一

その他 一 …

■

一

ところで、「対自己」に分類 した 「自律」 については、インタビュー ・デー タでは 「主

体性」 とい う表現であ ったが、前者が 「他か らの支配 ・制約 などを受けず に、 自分 自身
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17)
で立てた規範 に従 って行動 する こと」 とい う意味で あるの に対 し、後者が 「自分の意

18)

志、・判断で行動 しようとする態度」 とい う意味であ り、前者の方が よ り 「行動」的側面

を強調 した表現であるため、 こちらを採用 した。

なお、他 にイ ンタビューで得 られた 「人間関係力」、「人間関係づ くり」、「協調性」 と

いった表現 は、 「対他者」 であるとは考 え られるが曖昧な表現のため、表4で の分類 は

行 わなかった。 同様 に、「視野の広 さ」についても意味が曖昧で、「対課題」に含 まれる

かもしれないが、分類 を行わなかった。

表3-3新 規学卒者に求める資質との分類結果(その3)

生産財メーカーC社 生産財メーカーD社 生産財メーカーE社

即戦力 対応力(仕 事の量と質 に対して) 指導力 英語力

基礎力 コミュニケー ション能 力 発想力

人間関係づくり

自分の考えが言える

性格 自信

バイタリティ

積極的

前向き

ガッツ

元気

積極的

価値観 ・動機 挑戦意欲 夢や願 望がある 挑戦意欲

その他 人あたり 伸びそうな人 一

表3-4新 規学卒者に求める資質の分類結果(その4)

生産財メーカーF社 消費財メーカーA社 消費財メーカーB社

即戦力 一 一 一

基礎力 協調性 一 べ一シック・スキル 〈読み、書

き、話す)

お客様の立場に立って考え、

実行する

性格 明るさ

素直さ

熱血さ 一

価値観 ・動機 謙虚さ(学ぼうとする気持ち)
一 一

その他 社風に合っている
一 一

17)『 大 辞 泉 増 補 ・新 装 版 』(デ ジ タル大 辞 泉)よ り。

18)同 上 。
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表3-5新 規学卒者に求める資質の分類結果(その5)

アパ レル 卸売業 専門商社

即戦力 感性 一 一

基礎力 頭の良いコミュニケーション

お客様志向

論理性

自分の考え方を持っている

創造力

行動力

性格 元気 明るさ、積極性 一

価値観 ・動機 一 一 一

その他 一 一 一

表3-6新 規学卒者に求める資質の分類結果(その6)

総合商社 金融A社 金融B社

即戦力 英語力 一 一

基礎力 心身のタフさ 一 一

性格 チャレンジ精神

いい加減さ

好奇心

一 明るさ

元気

表情が豊か

バイタリティ

人と関わるのが好き

価値観・動機 一 一 一

その他 人間力 成長力 一

表3-7新 規学卒者に求める資質の分類結果(そ の7)

サービスA社 サー ビスB社 サービスC社

即戦力 一 改革 ・変革力 一

基礎力 一 一 創造性

読み、書き

性格 誠実さ 一 誠実さ

価値観 ・動機 一 一 大志、夢

その他 一 一 一
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表3-8新 規学卒者に求める資質の分類結果(その8)

サービスD社 外食 不動産

即戦力 一 マネジメントカ

人を動かす力

一

基礎力 地頭の良さ

説明力

営業マインド

共感力

考える力

視野の広さ

実践力

コミュニケーション力

主体 性

性格 真面 目さ
一 積極的

価値観 ・動機 チャレンジ精神 ビジョン

意欲 ・本気度

一

その他 バランス感覚(勉 強したことと教養

の)

バランス感覚

表4基 礎力の分類結果

対象 項 目 具 体例(表3・1～3-8の 中か ら)

1

対 自 己

自律 主体性

ストレス耐性 ストレスや プ レッシャー に強 い、心身 のタフさ

皿.

対他 者

言語 的コミュニケ ーションカ コミュニケー ションカ(自 分 の 考 えを話 せる)、自分 の考 えが言 える、ベ

ー シック・スキル(読 み
、書 き、話 す)、説 明 力 、頭 の 良い コミュニケー シ

ョン

共感力 お客様の立場に立って考え実行する、お客様志向、営業マインド、共

感力

皿.

対課 題

論理的思考力 熟 考す る力 、論理 性 、自分 の考 え方を持 っている、考 えるカ 、

地 頭 の良 さ

創造的思考力 発想力、創造力

実行力 行動力、実践力
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4.考 察

4.1.基 礎 力 リス トの仮説

調査の結果、新規学卒者に求め られる資質は表4の ように整理 されたが、 これで必要

かつ十分だ といえるか どうかを、ここで考 えてみたい。

まず、「言語 的コミュニケー ション」については、イ ンタビューか ら得 られたのは、 ど

ちらか と言えば 自分の意見や考えを 「発信」す る力であったが、それ と合 わせ て、相手

の意見や考 えを 「受信」す ることも必要である。 したがって、「読む」や 「聴 く」 といっ

た力(受 信力)を 、「書 く」や 「話す」 といった力(発 信力)と セ ッ トに して、「言語的

コ ミュニケーシ ョン」 の下位 カテゴ リー として設定す るべ きであろう。

次に 「共感力」 については、顧客の欲求や職場の仲間の感情 に共感 し、相手の立場 に

立 って理解す るこ とは大切ではあるが、一方で自分 自身の欲求や感情 も、的確 に相手に
19)

伝 える力 も重要である。た とえば、職場の同僚や上司に対 して不満がある ときに、いた

ず らに我慢 してメ ンタルヘルス を損ねた り、攻撃的にぶつか って関係 を悪化 させ た りす

ることな く、相手を尊重 しつつ、率直にその感情 を伝 えることが必要である。 したがっ

て、「自己の感情の表現(自 分の感情 を発信する)力 」 を、 「共感力」 と合わせ て、「情

緒的 コミュニケーシ ョン能力」 として仮説 したい。

最後 に 「実行力」 につ いては、 ビジネスの現場で実際にアクションを起 こすプロセス

を考えてみる と、第一にどのような行動を起 こすのか という計画 を練 った り、それに必

要 な資源や協力者 を獲得 した りする とい う準備や段取 りが必要であると言える。そ して、

行動 を起 こした後 も、状況 に応 じて臨機応変に計画を変更 し、柔軟 に対応 してい くこと

によって、所期の 目的 を達成す る。 この ように考 える と、単 に 「実行力」 といっても、

「計画 ・段 取 り」 をする力 と、柔軟 に 「適応」する力 とがあ り、それ らを 「実行力」の

下位 カテゴリーとして設定することがで きる。

以上 をふ まえる と、新規学卒者に求め られる資質は、表5の ように仮説す ることがで

きるだろう。

4.2.今 後の課題

本研究は、新規学卒者 に求め られる基礎的な資質、いわゆる 「基礎力」 について、関

西 を基盤 とす る大企業24社 の採用担当者 に対す るイ ンタビュー調査 を行った。その結果

は、表4の ようにまとめられ、 さらに考察 を加 えて表5の ようにリス ト化することがで

きた。

しか し、この リス トは仮説であ り、今後 さらに調査の対象 を拡大 してデー タの収集 と

19>こ のような自己表現を 「アサーティブ」という(平 木、1993)。
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表5新 規卒業者に求められる資質(仮 説)

分析 を行い、検証 をしてい く必要があるだろう。言葉の表現や定義が、採用 に携 わる企

業の担 当者および就職活動 を行 う学生に とって、妥当なものか どうかを実証 しな くては、

社会全体で共有化す ることは難 しい。企業か らはもちろん、 この問題 に関心のある研究

者や教育者か らもフィー ドバ ックを得て、デ ィス カッシ ョンを行わねばな らない。

また 「基礎力」 とは、本論で定義 した とお り、業種や職種 を問わずにどのような企業

で も求 め られ る能力であるわけだが、業種 ごとに求め られ る能力 の程度が少 しずつ異

なっている面 もあるだろ う。た とえば、商社 においては 「ス トレス耐性」が、サービス

業では 「共感力」 といったように、業界 ごとに求め られる 「基礎力」の強弱 には若干の

違いがあると思われる。 したがって、今後 リス トを吟味 し、精緻化する一方で、業種や

職種 ごとにどの能力 を特 に強 く求めるのか といった点について も、調査 をしてい きたい。

加 えて現実的な視点で言 えば、本研究での調査で も見 られた ように、本来の意味での

「即戦力」 を求める企業や、性格 や価値観 とい った評価や開発が難 しい部分を含めて選
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抜 を行お うとする企業が多 いの も事実である(根 本、2004)。 その ような実態 も視野に

入れて、企業 の採用行動 とその選抜基準についての研究 を行 うことも必要だ。

さらに発展的な課題 としては、 これ らの基礎力 を活用 して、 どの ような方法で新規学

卒者の選抜 を行 うのか、企業 のみな らず高等教育機 関において どの ように教育 ・開発 し

てい くのか、その具体 的な方法論や プログラムにつ いて も、検討 してい くことが肝要で

あろ う。
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